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１　事業概要 ５　事業説明
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　民生委員が活動しやすい環境の整備や担い手確保に向
けた市町村の創意工夫による取り組みに対して支援す
る。また、県において民生委員のICT活用事業を実施す
ることで、民生委員の担い手確保と負担軽減を図る。

　民生委員の担い手確保対策事業　　29,910千円

（１）事業内容
　　ア　市町村実施事業に対する補助　　　14,910千円
　　イ　民生委員のICT活用事業　　　　　 15,000千円

（２）事業計画
　　ア　市町村実施事業に対する補助　　　14,910千円　※補助率：国1/2、県1/4、市町村1/4
　　　　民生委員協力員制度の導入やICT活用等、市町村が実施する民生委員の担い手確保対策事業への支援を行う。
　　　　・民生委員協力員制度の導入（役割分担による負担軽減、複数人訪問による安全確保）
　　　　・タブレットを活用した民生委員活動のICT化（オンライン会議・研修など就労しながら活動できる環境整備）
　　　　・その他、市町村による地域の実情に応じた欠員解消・負担軽減策の提案

　　イ　民生委員のICT活用事業　　　　　　15,000千円　※補助率：国1/2、県1/2
　　　　希望する市町村の単位民児協に対し、タブレット配布やアプリ導入を行う。

（３）事業効果
　　　【実績】市町村に対する補助　令和7年度：5市町
　　　【活動指標(アウトプット)】市町村に対する補助　　　　　　14,910千円(13市町)
　　　　　　　　　　　　　　　　民生委員のICT活用事業　　　　 15,000千円(単位民児協5地区)
　　　【成果指標(アウトカム)】実施市町村の取組や県事業の成果を検証し、実施市町村を拡大
　　　　　　　　　　　　　　　令和10年12月の一斉改選時に、全県で欠員率を半減（6.3%以下）
　　　　　　　　　　　　　　　令和10年度の民生委員の一期退任率低下（4.8％）

（４）昨年度との変更点
　　　令和8年度は、県においてICT活用事業を実施することで、民生委員活動の効率化や負担軽減等を図り、市町村にお
　　けるICT活用事業の実施が進むよう取り組む。
　
　

２　事業主体及び負担区分
【厚生労働省】
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
(国1/2・県1/4)市町村1/4
(国1/2・県1/2)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.3人＝2,850千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 29,910 17,440

前年額 37,410 24,940 12,470

― 福祉部 61 ―

県民の暮らしの安心確保

12,470 △7,500

生活の安心支援



 

事業名

単位事業名 予算額 29,910千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 17,440 △7,500 【厚生労働省】
社会福祉費補助金 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

補助率　1/2

一般財源 12,470 0

合計 29,910 △7,500

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 15,000 15,000 ICT活用事業の業務委託

負担金、補助及び交付金 14,910 △22,500 市町村への補助金

合計 29,910 △7,500

事業内訳書

民生委員の担い手確保対策事業

市町村の民生委員担い手確保対策事業

主な内容

主な内容


